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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第166期
第２四半期
連結累計期間

第167期
第２四半期
連結累計期間

第166期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年９月30日

自平成26年４月１日
至平成26年９月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

営業収益 （百万円） 79,008 81,148 161,535

経常利益 （百万円） 1,231 2,306 3,806

四半期（当期）純利益 （百万円） 3,258 970 4,491

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 6,852 1,639 8,918

純資産額 （百万円） 64,001 68,164 65,936

総資産額 （百万円） 224,016 221,884 220,728

１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 26.24 7.82 36.17

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 27.1 28.9 28.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 5,603 2,927 13,639

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,884 △5,364 △5,339

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △14,806 △471 △24,012

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 18,808 12,350 15,943

 

回次
第166期
第２四半期
連結会計期間

第167期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年７月１日
至平成25年９月30日

自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 8.09 3.67

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

　　　　　おりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第

４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）

が判断したものであります。

（1）業績の状況

　①　全般の概況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、総じて緩やかな回復基調が続いているものの、前年同月

比プラスが継続していた鉱工業生産指数が７月よりマイナスに転じるなど、一部に弱さも見られるようになっ

てきております。

　物流業界におきましても、１～３類倉庫の保管残高は安定的に推移しているものの、荷動きは前年度に発生

した駆け込み需要の反動に加え、消費増税や冷夏多雨に伴う需要減退等もあり低調に推移しました。

こうした経済環境の中、当第２四半期連結累計期間の業績は、倉庫事業は運送関連の取扱が前年を下回った

ことなどから減収となったものの、保管残高が堅調に推移したことなどから増益となりました。港湾運送事業

は顧客船社の取扱が航路再編の影響により減少したことから減収減益となりました。グローバルフロー事業は

円安による影響や、欧米、北東アジア、東南アジアの各地域における取扱量の増加などから増収増益となりま

した。グローバルエクスプレス事業は自動車関連の航空貨物の取扱が減少したことなどから減収減益となりま

した。ロジスティクスシステム事業は受託業務の拡大などから増収増益となりました。ＢＰＯ事業は大口のス

ポット業務取扱などから増収増益となりました。また、不動産事業は減収減益となりました。

これらの結果、連結営業収益は前年同期比21億40百万円増の811億48百万円、連結営業利益は同3億57百万円

増の25億49百万円、連結経常利益は円安による為替差益等もあり同10億75百万円増の23億6百万円となりまし

た。また、連結四半期純利益は固定資産の売却を行った前年同期に比べ22億88百万円減の9億70百万円となりま

した。

なお、当社は、100年の歴史を持つ倉庫会社からグローバルな総合物流企業への進化を目指し、各事業の成長

を一層加速し、事業規模の拡大と企業価値の持続的向上を図るため、平成26年10月１日に持株会社に移行し、

商号を「三井倉庫株式会社」から「三井倉庫ホールディングス株式会社」に変更しました。

また、同日、当社を分割法人とし、当社が営む事業のうち、①倉庫事業及び港湾運送事業に関する権利義務

を分割により設立した「（新）三井倉庫株式会社」に承継し、また、②ＢＰＯ事業に関する権利義務を分割に

より設立した「三井倉庫ビジネストラスト株式会社」に承継する簡易新設分割を実施しました。

 

　②　セグメントの概況

 （イ）倉庫事業

国内において一般事業者を対象に倉庫保管、国内運送、流通加工などの様々な物流サービスを提供する

倉庫事業においては、荷動きの低迷を受け、一般貨物運送取扱、コンテナ運送取扱が前年同期に比べ低調

に推移したことなどから、営業収益は229億28百万円（前年同期比9億96百万円減）となりました。一方、

営業利益は保管残高が堅調に推移したことなどから14億20百万円（同2億12百万円増）となりました。

 （ロ）港湾運送事業

船会社を主な顧客として港湾作業・運送サービスを提供する港湾運送事業においては、基幹業務である

コンテナターミナル業務において日中航路における航路再編の影響により取扱が減少した結果、営業収益

は71億58百万円（前年同期比3億48百万円減）となり、営業利益は2億44百万円（同1億92百万円減）とな

りました。

 （ハ）グローバルフロー事業

海外現地法人による物流サービスの提供、並びに複合一貫輸送サービスの提供などを行うグローバルフ

ロー事業においては、円安による影響もあり、欧州、米州、北東アジア、東南アジアのすべての地域にお

いて増収となり、複合一貫輸送業務を加えた全体では営業収益は156億68百万円（前年同期比28億85百万

円増）となり、営業利益は3億37百万円（同1億63百万円増）となりました。
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 （ニ）グローバルエクスプレス事業

航空貨物の混載輸送及び付随する物流サービスを提供するグローバルエクスプレス事業においては、自

動車関連の航空貨物の取扱が減少したことなどから、営業収益は111億20百万円（前年同期比2億69百万円

減）となり、営業利益は11億87百万円（同1億44百万円減）となりました。

 （ホ）ロジスティクスシステム事業

サードパーティロジスティクス（３ＰＬ）によるＳＣＭ支援サービスを提供するロジスティクスシステ

ム事業においては、消費増税前駆け込み需要の反動等があったものの、大手家電量販店向け３ＰＬ業務の

受託エリアの拡大などもあり、営業収益は166億24百万円（前年同期比7億23百万円増）となり、営業利益

は1億49百万円（同3億92百万円の改善）となりました。

 （ヘ）ＢＰＯ事業

顧客が自ら行っている業務プロセスのすべてもしくは一部を受託し、運営・管理するＢＰＯ事業におい

ては、コールセンター業務における大口スポット案件の取扱い等に加え、前期発生した保管場所の見直し

に伴う一時費用や新規業務受託にかかる初期費用の発生がなかったことなどから、営業収益は35億89百万

円（前年同期比1億92百万円増）となり、営業利益は2億36百万円（同1億55百万円増）となりました。

 （ト）不動産事業

不動産賃貸事業は、大規模修繕に伴う賃料収入の減少もあり、営業収益は53億98百万円（前年同期比1

億67百万円減）となり、営業利益は30億81百万円（同1億49百万円減）となりました。

 

（2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益や減価償却費等

による資金留保があったものの、法人税等の支払などにより29億27百万円の収入となり、債権流動化の対象拡大や

消費税の還付等があった前年同期と比べ26億76百万円の収入の減少となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、賃貸ビルの修繕に伴う支出や海外における倉庫施設の取得などから53億

64百万円の支出となり、有形固定資産の売却があった前年同期に比べ24億79百万円の支出の増加となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金による収入があったものの、配当金の支払による支出や社債

の償還があったことなどから4億71百万円の支出となり、長期借入金の返済を行った前年同期に比べ143億34百万円

の支出の減少となりました。

以上の結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末より35億92百万円減

の123億50百万円となりました。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 ① 対処すべき課題の内容

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が対処すべき課題につい

て、重要な変更はありません。

 

 ② 株式会社の支配に関する基本方針について

　会社の経営方針の決定を支配することが可能な量の株式を保有する株主についての基本的な対処方針に関し

て、当社は、そのような量の株式を保有しようとする者を許容するか否かは最終的には株主の皆様の判断に委

ねられるべきと考えております。従って、新株予約権をあらかじめ発行する防衛策等のいわゆる買収防衛策の

導入は現時点では予定しておりません。

当社の企業価値・株主共同の利益の確保または向上にとって不適切な者による当社の買収が試みられようと

した場合には、多くの株主または投資家の皆様にとって好ましくない結果がもたらされることを防止する必要

があるため、株主の皆様から負託された者の責務として、当社取締役会はこれを防止するための適切な措置を

とります。その場合には、当該買付者の事業内容および将来の事業計画並びに過去の投資行動等から、社内に

設置する「企業価値向上委員会」（当社社外取締役・社外監査役で構成）が、当該買付行為または買収提案の

当社企業価値・株主共同の利益への影響等を、独立した立場で慎重に調査・検討します。この結果を踏まえ、

取締役会は、十分な審議をおこない、企業価値・株主共同の利益の観点から、株主の皆様にとっての最善策に

ついて結論を出すことといたします。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

 

②【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在
 発行数（株）

（平成26年11月７日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 124,415,013 124,415,013
東京証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株式であり権利内

容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式

単元株式数1,000株

計 124,415,013 124,415,013 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
－ 124,415,013 － 11,100 － 5,563
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）　
東京都中央区晴海１丁目８－11 7,853 6.31

三井生命保険株式会社

（常任代理人　日本トラスティ・

サービス信託銀行株式会社）　

東京都千代田区大手町２丁目１－１　

（常任代理人住所

東京都中央区晴海１丁目８－11）

7,846 6.31

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台３丁目９ 7,005 5.63

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE

15PCT TREATY ACCOUNT （常任代

理人　香港上海銀行東京支店　カ

ストディ業務部）

50 Bank Street Canary Wharf London E14

5NT, UK

（常任代理人住所

東京都中央区日本橋３丁目11－１）

5,911 4.75

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 3,484 2.80

RBC ISB A/C DUB NON RESIDENT-

TREATY RATE（常任代理人　シ

ティバンク銀行株式会社）

14 Porte De France, ESCH-Sur-Alzette,

Luxembourg, L-4360（常任代理人住所　東京

都新宿区新宿６丁目27-30）

3,126 2.51

株式会社竹中工務店 大阪府大阪市中央区本町４丁目１－13 2,484 2.00

三井倉庫グループ従業員持株会 東京都港区西新橋３丁目20－１ 2,295 1.85

三井住友信託銀行株式会社（常任

代理人　日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目４-１

（常任代理人住所

東京都中央区晴海１丁目８-11）

2,187 1.76

クレディ・スイス・セキュリ

ティーズ（ヨーロッパ）リミテッ

ド　ピービー　オムニバス　クラ

イアント　アカウント

（常任代理人　クレディ・スイス

証券株式会社）

One Cabot Square London E14 4QJ, UK

（常任代理人住所

東京都港区六本木１丁目６－１

泉ガーデンタワー）

 

2,069 1.66

計 － 44,261 35.58
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

―

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株式

単元株式数1,000株普通株式 226,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 123,991,000 123,991 同上

単元未満株式 普通株式 198,013 ― 同上

発行済株式総数 124,415,013 ― ―

総株主の議決権 ― 123,991 ―
  

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の1,000株（議決権１個）が

含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式925株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％）

（自己保有株式）

三井倉庫株式会社

東京都港区西新橋

３丁目20－１
226,000 ― 226,000 0.18

計 ― 226,000 ― 226,000 0.18

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 16,502 13,212

受取手形及び営業未収金 22,091 22,180

その他 7,165 8,497

貸倒引当金 △87 △78

流動資産合計 45,671 43,811

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 61,104 61,565

土地 50,323 50,271

その他（純額） 8,074 9,434

有形固定資産合計 119,502 121,270

無形固定資産   

のれん 22,910 21,976

その他 6,386 6,333

無形固定資産合計 29,296 28,310

投資その他の資産   

投資有価証券 14,466 15,963

その他 12,031 12,753

貸倒引当金 △239 △224

投資その他の資産合計 26,257 28,492

固定資産合計 175,057 178,072

資産合計 220,728 221,884
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 14,372 13,037

短期借入金 7,240 7,790

1年内返済予定の長期借入金 14,851 14,514

1年内償還予定の社債 6,000 7,000

未払法人税等 717 649

賞与引当金 1,922 2,078

その他 12,213 11,528

流動負債合計 57,317 56,599

固定負債   

社債 44,000 37,000

長期借入金 37,980 44,285

退職給付に係る負債 4,476 4,218

その他 11,017 11,615

固定負債合計 97,474 97,119

負債合計 154,791 153,719

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,100 11,100

資本剰余金 5,563 5,563

利益剰余金 39,238 40,246

自己株式 △100 △101

株主資本合計 55,801 56,809

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 4,411 5,397

繰延ヘッジ損益 0 △0

為替換算調整勘定 1,939 1,438

退職給付に係る調整累計額 464 426

その他の包括利益累計額合計 6,816 7,261

少数株主持分 3,318 4,093

純資産合計 65,936 68,164

負債純資産合計 220,728 221,884
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業収益   

倉庫保管料 9,001 9,808

倉庫荷役料 6,392 6,712

港湾作業料 10,605 10,386

運送収入 30,968 30,596

不動産収入 5,264 5,098

その他 16,776 18,545

営業収益合計 79,008 81,148

営業原価   

作業直接費 39,182 39,062

賃借料 6,473 7,009

減価償却費 2,944 2,889

給料及び手当 9,936 10,539

その他 10,840 11,923

営業原価合計 69,377 71,424

営業総利益 9,630 9,724

販売費及び一般管理費   

減価償却費 631 578

報酬及び給料手当 2,531 2,377

のれん償却額 905 906

その他 3,369 3,310

販売費及び一般管理費合計 7,437 7,174

営業利益 2,192 2,549

営業外収益   

受取利息 41 43

受取配当金 182 164

為替差益 － 283

持分法による投資利益 80 45

その他 285 269

営業外収益合計 589 807

営業外費用   

支払利息 691 565

支払手数料 ※ 329 ※ 196

その他 529 289

営業外費用合計 1,551 1,050

経常利益 1,231 2,306

特別利益   

固定資産売却益 5,113 －

投資有価証券売却益 － 0

特別利益合計 5,113 0

特別損失   

関係会社事業再編損失 172 －

投資有価証券評価損 55 －

固定資産除却損 5 120

その他 18 12

特別損失合計 251 133

税金等調整前四半期純利益 6,092 2,174

法人税等 2,613 1,002

少数株主損益調整前四半期純利益 3,478 1,171

少数株主利益 219 200

四半期純利益 3,258 970
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 3,478 1,171

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,145 985

繰延ヘッジ損益 △4 △0

為替換算調整勘定 1,946 △866

退職給付に係る調整額 － △38

持分法適用会社に対する持分相当額 286 387

その他の包括利益合計 3,373 468

四半期包括利益 6,852 1,639

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 6,534 1,416

少数株主に係る四半期包括利益 317 223
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 6,092 2,174

減価償却費 3,575 3,468

のれん償却額 905 906

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 △16

賞与引当金の増減額（△は減少） 55 153

退職給付引当金の増減額（△は減少） 118 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 94

受取利息及び受取配当金 △223 △208

支払利息 691 565

持分法による投資損益（△は益） △80 △45

有形固定資産売却損益（△は益） △5,127 △23

有形固定資産除却損 4 33

売上債権の増減額（△は増加） 1,645 250

仕入債務の増減額（△は減少） △753 △1,407

その他 △367 △1,842

小計 6,532 4,102

利息及び配当金の受取額 406 263

利息の支払額 △734 △557

法人税等の支払額 △600 △880

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,603 2,927

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △5,905 △5,018

有形固定資産の売却による収入 5,284 30

無形固定資産の取得による支出 △346 △402

投資有価証券の取得による支出 △76 △298

関係会社出資金の払込による支出 △849 －

貸付けによる支出 △79 △56

貸付金の回収による収入 66 31

定期預金の預入による支出 △1,291 △19

定期預金の払戻による収入 306 43

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
－ 400

その他 6 △75

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,884 △5,364

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 19,939 41,802

短期借入金の返済による支出 △19,268 △41,470

長期借入れによる収入 950 13,602

長期借入金の返済による支出 △9,587 △7,634

社債の償還による支出 △6,000 △6,000

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △558 △558

その他 △280 △212

財務活動によるキャッシュ・フロー △14,806 △471

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,318 △683

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △10,768 △3,592

現金及び現金同等物の期首残高 29,577 15,943

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 18,808 ※ 12,350
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（１）連結の範囲の重要な変更

　MSE Express (Thailand) Co., Ltd.は、株式の追加取得により、第１四半期連結会計期間より持分法適用の範囲

から除外し、連結の範囲に含めております。

　エム・エス物流サービス(株)は、三倉(株)に吸収合併されたため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から

除外しております。

 

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

　MSE Express (Thailand) Co., Ltd.は、株式の追加取得により、第１四半期連結会計期間より持分法適用の範囲

から除外し、連結の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

　（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、計算に用いる割引率を従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重

平均割引率へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が355百万円減少し、退職給付に係る資産が

683百万円増加するとともに、利益剰余金が585百万円増加しております。また、当第２四半期連結累計期間の営業

利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　　　　該当事項はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　保証債務

　連結子会社以外の会社の銀行借入金に対し次のとおり保証を行っております。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

名古屋ユナイテッドコンテナタ－ミナル㈱ 758百万円 名古屋ユナイテッドコンテナタ－ミナル㈱ 718百万円

㈱ワールド流通センター 373 ㈱ワールド流通センター 318

大阪港総合流通センター㈱ 45 大阪港総合流通センター㈱ 37

青海流通センター㈱ 32 青海流通センター㈱ 25

計 1,210 計 1,099

 

　当社は従業員に対する銀行の住宅ローンに関し、次のとおり保証を行っております。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

172百万円 161百万円

 

２　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 21百万円 17百万円

 

３　当社は、運転資金等の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を、取引銀行３行と貸出コミッ

トメント契約を締結しております。これらの契約に基づく借入未実行残高はそれぞれ次のとおりであります。
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前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

当座貸越極度額 7,000百万円 7,000百万円

借入実行残高 1,000 1,900

差引額 6,000 5,100

 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

貸出コミットメントの総額 5,000百万円 5,000百万円

借入実行残高 － －

差引額 5,000 5,000
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（四半期連結損益計算書関係）

※　前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間における支払手数料は、債権流動化に伴う手数料

及び外部コンサルティングに係る費用などであります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物四半期末残高と四半期連結貸借対照表上の現金及び預金勘定四半期末残高との関係は次

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 20,411百万円 13,212百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,602 △861

現金及び現金同等物 18,808 12,350

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月７日

取締役会
普通株式 558 ４円50銭 平成25年３月31日 平成25年６月５日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

　となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月12日

取締役会
普通株式 558 ４円50銭 平成25年９月30日 平成25年12月４日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月７日

取締役会
普通株式 558 ４円50銭 平成26年３月31日 平成26年６月５日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

　となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月４日

取締役会
普通株式 558 ４円50銭 平成26年９月30日 平成26年12月３日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

　　報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 報告セグメント

 
倉庫
事業

港湾運送
事業

グローバルフロー
事業

グローバル
エクスプレス事業

ロジスティクス
システム事業

営業収益      

(1）外部顧客への

営業収益
23,414 7,507 12,742 11,201 15,371

(2）セグメント間の

内部収益又は振

替高

510 － 40 188 529

計 23,924 7,507 12,782 11,390 15,900

セグメント営業利益

(又は営業損失)
1,207 436 173 1,332 (242)

 

      

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額
(注)３ 

ＢＰＯ
事業

不動産
事業

営業収益       

(1）外部顧客への

営業収益
3,359 5,264 146 79,008 － 79,008

(2）セグメント間の

内部収益又は振

替高

37 301 58 1,666 (1,666) －

計 3,397 5,565 205 80,674 (1,666) 79,008

セグメント営業利益

(又は営業損失)
81 3,230 (984) 5,235 (3,042) 2,192

 

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない収益を得る事業活動であり、情報システム事業、子

会社の金融事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△3,042百万円は、のれんの償却額△905百万円、連結財務諸表提出会社の管理

部門に係る費用△2,137百万円であります。

３．セグメント営業利益（又は営業損失）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　　１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 報告セグメント

 
倉庫
事業

港湾運送
事業

グローバルフロー
事業

グローバル
エクスプレス事業

ロジスティクス
システム事業

営業収益      

(1）外部顧客への

営業収益
22,404 7,158 15,586 11,014 16,204

(2）セグメント間の

内部収益又は振

替高

524 － 82 105 419

計 22,928 7,158 15,668 11,120 16,624

セグメント営業利益

(又は営業損失)
1,420 244 337 1,187 149

 

      

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額
(注)３ 

ＢＰＯ
事業

不動産
事業

営業収益       

(1）外部顧客への

営業収益
3,570 5,099 110 81,148 － 81,148

(2）セグメント間の

内部収益又は振

替高

19 298 56 1,506 (1,506) －

計 3,589 5,398 167 82,655 (1,506) 81,148

セグメント営業利益

(又は営業損失)
236 3,081 (953) 5,704 (3,154) 2,549

 

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない収益を得る事業活動であり、情報システム事業、子

会社の金融事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△3,154百万円は、のれんの償却額△906百万円、連結財務諸表提出会社の管理

部門に係る費用△2,247百万円であります。

３．セグメント営業利益（又は営業損失）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間より、「グローバルネットワーク事業」と「国際輸送事業」を合わせて「グローバ

ルフロー事業」として再編するとともに、「航空事業」から「グローバルエクスプレス事業」へ名称変更して

おります。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、会社組織変更後の報告セグメントの区分に基づき作

成したものを開示しております。

 

EDINET提出書類

三井倉庫ホールディングス株式会社(E04284)

四半期報告書

18/21



（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 26円24銭 7円82銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 3,258 970

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 3,258 970

普通株式の期中平均株式数（千株） 124,191 124,188

（注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式が存在しないため記載して

　　　おりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 平成26年11月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

  (1)　中間配当による配当金の総額              558,846,396円

  (2)　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　４円50銭

  (3)　中間配当の効力発生日（支払開始日）   平成26年12月３日

(注)　平成26年９月30日現在の株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   平成26年11月４日

三井倉庫ホールディングス株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 青木　良夫　　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 小林　弘幸　　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三井倉庫ホール

ディングス株式会社（旧会社名　三井倉庫株式会社）の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第

２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日

から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四

半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三井倉庫ホールディングス株式会社（旧会社名　三井倉庫株式会社）

及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

　（注）１. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２. ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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